
令和７年度通常総会 

 
 

 

～「郷土愛をはぐくむ」埼玉県校外教育協会～ 

 
 
 

日時 令和７年６月６日（金）１４時００分～ 

会場 埼玉県庁 教育局分室 

 

 

 

一般社団法人 埼玉県校外教育協会 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県校外教育協会のシンボルマーク 

 

作者： 狭山市立山王中学校 室井磨美教諭（学校名、職名は作成当時のもの） 

 

作品の解説： 

伸びやかな子供が大きく成長する様子をデザインしました。足は子供を支え

る「地域」を、広げた両手は県の木「けやき」の葉で「学校」と「家庭」を表

しています。一筆で描けるので親しみやすく、また、立体化もできます。 



 

令和７年度通常総会 日程及び次第 

 

 令和７年６月６日（金）１４時００分～１５時００分 

 教育局分室 

 

１ 通常総会 

（１）会長挨拶 

（２）議案 

第１号議案  令和６年度決算の承認 

第２号議案  令和７年度理事・監事の選任 

（３）報告 

報告事項１  令和６年度事業報告 

報告事項２  令和７年度事業計画 

報告事項３  令和７年度予算 

報告事項４  郷土展に係る第６０回記念の取組 

 

２ 委嘱状交付（令和７年度校外教育研究委嘱校）※ 

（１）小学校 朝霞市立朝霞第三小学校 

       杉戸町立西小学校 

（２）中学校 さいたま市立西原中学校 

       熊谷市立三尻中学校 

  

３ 研究紹介（令和６年度校外教育研究委嘱校） 

 

４ 謝  辞 

 

 

 

 

 

※ 後日、郵送にて委嘱校宛に委嘱状を送付いたします。 



　

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部資産の部

１　流動資産

(1) 現金預金

普通預金 2,332,077 2,157,127 174,950

周年行事積立金 3,185,524 3,184,053 1,471

(2) 未収金 0 0 0

流動資産合計 5,517,601 5,341,180 176,421

２ 固定資産

(1) 基本財産

基本財産引当定期預金 330,192 330,192 0

　 基本財産合計 330,192 330,192 0

(2) 特定資産

特定資産合計 0 0 0

(3) その他固定資産

その他固定資産合計 0 0 0

固定資産合計 330,192 330,192 0

資産合計 5,847,793 5,671,372 176,421

Ⅱ 負債の部

１　流動負債 0 0 0

流動負債合計 0 0 0

２ 固定負債 0

固定負債合計 0 0 0

負債合計 0 0 0

Ⅲ　正味財産の部

１　指定正味財産 0 0 0

指定正味財産合計 0 0 0

２　一般正味財産 5,847,793 5,671,372 176,421

（うち基本財産への充当額） (330,192) (330,192)

（うち特定資産への充当額） (0) (0)

正味財産合計 5,847,793 5,671,372 176,421

負債及び正味財産合計 5,847,793 5,671,372 176,421

一般社団法人　埼玉県校外教育協会

令和６年度　会計決算報告書

貸　借　対　照　表

（令和７年３月３１日現在）

科目
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第１号議案



事業実施等会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部資産の部

１　流動資産

(1) 現金預金

普通預金 0 2,332,077 2,332,077

周年行事積立金 3,185,524 0 3,185,524

(2) 未収金 0 0 0

流動資産合計 3,185,524 2,332,077 5,517,601

２ 固定資産

(1) 基本財産

基本財産引当定期預金 0 330,192 330,192

　 基本財産合計 0 330,192 330,192

(2) 特定資産 0 0 0

特定資産合計 0 0 0

(3) その他固定資産 0 0 0

その他固定資産合計 0 0 0

固定資産合計 0 330,192 330,192

資産合計 3,185,524 2,662,269 5,847,793

Ⅱ 負債の部

１　流動負債 0 0 0

流動負債合計 0 0 0

２ 固定負債 0

固定負債合計 0 0 0

負債合計 0 0 0

Ⅲ　正味財産の部

１　指定正味財産 0 0 0

指定正味財産合計 0 0 0

２　一般正味財産 3,185,524 2,662,269 5,847,793

（うち基本財産への充当額） (0) (330,192)

（うち特定資産への充当額） (0) (0)

正味財産合計 3,185,524 2,662,269 5,847,793

負債及び正味財産合計 3,185,524 2,662,269 5,847,793

一般社団法人　埼玉県校外教育協会

貸　借　対　照　表　内　訳　表

（令和７年３月３１日現在）

科目
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Ⅰ　一般正味財産増減の部資産の部

１　流動資産

(1) 現金預金

現金手許有高

・ 普通預金

埼玉りそな銀行県庁支店 2,332,077

みずほ信託銀行浦和支店 3,185,524

(2) 未収会費 0

流動資産合計 5,517,601

２ 固定資産

(1) 基本財産

・ 基本財産引当定期預金 330,192

　 基本財産合計 330,192

(2) 特定資産 0

特定資産合計 0

(3) その他固定資産 0

その他固定資産合計 0

固定資産合計 330,192

資産合計 5,847,793

Ⅱ 負債の部

１　流動負債 0

流動負債合計 0

２ 固定負債 0

固定負債合計 0

負債合計 0

正味財産 5,847,793

一般社団法人　埼玉県校外教育協会

財　産　目　録

（令和７年３月３１日現在）

科目 金額

（周年行事積立金）

5



当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　事業費経常増減の部

(1)　経常収益経常収益
① 栗原竹内基金 利子 0 131 △ 131

② 基本財産 利子 6 6 0

③ 受取会費 1,308,000 1,312,000 △ 4,000

④ 補助金 県補助金 420,000 420,000 0

⑤ 委託金 県委託金 0 380,000 △ 380,000

⑥ 雑収入 利子 2,580 24 2,556
経常収益計 1,730,586 2,112,161 △ 381,575

(2)　経常費用経常費用

① 会議費 0 0 0

② 臨時雇賃金 0 0 0

③ 旅費交通費 0 0 0

④ 通信運搬費 52,174 73,360 △ 21,186
⑤ 消耗品費 90,379 86,968 3,411

⑥ 印刷製本費 166,008 224,961 △ 58,953

⑦ 賃借料 0 0 0

⑧ 諸謝金 46,148 50,124 △ 3,976

⑨ 支払助成金 研究奨励費 640,000 640,000 0

⑩ 委託費 美術展審査会費 536,000 422,456 113,544
⑪ 雑費 7,590 8,580 △ 990

ア 事業費 1,538,299 1,506,449 31,850

① 会議費 0 0 0

② 旅費交通費 0 0 0

③ 通信運搬費 6,262 7,044 △ 782

④ 消耗品費 0 0 0
⑤ 印刷製本費 0 0 0

⑥ 賃借料 0 0 0

⑦ 諸謝金 4,604 2,760 1,844

⑧ 負担金 5,000 5,000 0

⑨ 雑費 0 0 0

イ 管理費 15,866 14,804 1,062
経常費用計 1,554,165 1,521,253 32,912

当期経常増減額 176,421 590,908 △ 414,487

２ 経常外増減の部

経常外収益計 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0
Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 5,847,793 5,671,372 176,421

正味財産増減計算書

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

科目
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実施事業等会計 法人会計 内部取引消去 　
Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　事業費経常増減の部
(1)　経常収益経常収益

① 栗原竹内基金 利子 0 0

② 基本財産 利子 6 6
③ 受取会費 1,308,000 1,308,000
④ 補助金 県補助金 420,000 420,000
⑤ 委託金 県委託金 0 0
⑥ 雑収入 利子 1,471 1,109 2,580
経常収益計 421,471 1,309,115 0 1,730,586

(2)　経常費用経常費用
① 会議費 0 0
② 臨時雇賃金 0 0
③ 旅費交通費 0 0

④ 通信運搬費 52,174 52,174
⑤ 消耗品費 90,379 90,379
⑥ 印刷製本費 166,008 166,008
⑦ 賃借料 0 0
⑧ 諸謝金 46,148 46,148
⑨ 支払助成金 研究奨励費 640,000 640,000
⑩ 委託費 美術展審査会費 536,000 536,000
⑪ 雑費 7,590 7,590
ア 事業費 1,538,299 0 0 1,538,299
① 会議費 0 0
② 旅費交通費 0 0

③ 通信運搬費 6,262 6,262
④ 消耗品費 0 0
⑤ 印刷製本費 0 0
⑥ 賃借料 0 0
⑦ 諸謝金 4,604 4,604
⑧ 負担金 5,000 5,000
⑨ 雑費 0 0
イ 管理費 0 15,866 0 15,866
経常費用計 1,538,299 15,866 0 1,554,165
当期経常増減額 △ 1,116,828 1,293,249 0 176,421

２ 経常外増減の部

(1)　経常外収益経常収益
① 他会計振替額 1,118,299 △ 1,118,299
経常外収益計 1,118,299 △ 1,118,299 0 0
経常外費用計 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 3,185,524 2,662,269 0 5,847,793

正味財産増減計算書内訳表

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

科目
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区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産 基本財産引当定期預金 330,192 0 0 330,192

基本財産合計 330,192 0 0 330,192

特定資産

特定資産合計 0 0 0 0

一般社団法人　埼玉県校外教育協会

基本財産及び特定資産の明細
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9
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（敬称略）

役職 氏名 役職 氏名

1 理事 村上　博俊 会長 村上　博俊 埼玉県美術教育連盟顧問

2 理事 吉田 勇 副会長 吉田 勇 埼玉県教育局市町村支援部長

3 理事 依田　英男 副会長 依田　英男 埼玉新聞社代表

4 理事 山川 喜葉
常任理

事
髙田 淳子

埼玉県教育局市町村支援部
義務教育指導課長

5 理事 田沼　良宣 理事 田沼　良宣 埼玉県中学校長会代表

6 理事 鈴木　秀明 理事 戸髙　正弘 埼玉県公立小学校校長会代表

7 理事 三村　美延 理事 大澤　紀子 埼玉県公立小中学校女性校長会代表

8 理事 山田　一文 理事 森田　豊 埼玉県美術教育連盟代表

9 理事 安保　友博 理事 未定 埼玉県ＰＴＡ連合会代表

10 理事 岩田　泉 理事 岩田　泉 埼玉県都市教育長協議会代表

11 理事 島村　圭一 理事 伊藤　美由紀 埼玉県町村教育長会代表

12 理事 福島　宏政 理事 福島　宏政 埼玉県私立中学高等学校協会代表

13 理事 細井　京逸 理事 細井　京逸 日本ボーイスカウト埼玉県連盟代表

14 理事 岡島　満 理事 岡島　満 埼玉県教育局市町村支援部副部長

15 監事 土澤　貴弘 監事 阿久戸　佳代 埼玉新聞社代表

16 監事 松下　晋治 監事 小野寺　直人
埼玉県教育局教育総務部
生涯学習推進課主幹

任期：令和８年６月通常総会終了まで

旧（R６.６～）

所属団体等

一般社団法人　埼玉県校外教育協会

令和７年度理事・監事

新（R７.６～）
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第２号議案



 一般社団法人 埼玉県校外教育協会  

令和６年度 事業報告書 

 

月  事    業    内    容 

４ 【運営・管理】 

・令和５年度会計監査 ９日（火） 

【運営・管理】 

・第１回定例理事会 書面開催 １９日（金） 

５ 【郷土を描く児童生徒美術展】 

・第１回実施委員会 書面開催 １日（水） 

６ 

 

 

【通常総会】 ７日（金）教育局分室 

  ○令和５年度校外教育研究委嘱校の研究紹介 

  ○令和６年度校外教育研究委嘱校の委嘱 

10 

 

 

 

【郷土を描く児童生徒美術展】 

・地区審査会 県内１０地区＋私立分 

・第２回実施委員会・中央審査会 ８日（火） 

サイデン化学アリーナさいたま 

11 

 

【会報】 

・「校外教育」１６１号の発行（特集 校外教育協会委嘱研究） 

12 【郷土を描く児童生徒美術展】 

・第５９回「郷土を描く児童生徒美術展」（中央展覧会） 県立近代美術館 

 ２１日（土）・２２日（日） 知事賞１２０点を展示 

２ 

 

【郷土を描く児童生徒美術展】 

・画集「郷土を描く埼玉子どもの絵」第４３集の発刊 

【会報】 

・会報「校外教育」１６２号の発行 

（特集 第５９回「郷土を描く児童生徒美術展」） 

３ 【管理・運営】 

・第２回定例理事会 書面開催 １１日（火） 
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報告事項１



一般社団法人 埼玉県校外教育協会 

令和７年度 事業計画 

 

月  事    業    内    容 

４ 【運営・管理】 

・令和６年度会計監査        上旬 

・第１回定例理事会         下旬 書面開催予定 

 

【郷土を描く児童生徒美術展】  

・第１回実施委員会         下旬 

６ 【通常総会】             ６日（金） 

 ・校外教育研究委嘱校の委嘱 

10 

 

 

 

【郷土を描く児童生徒美術展】 

・地区審査会 県内１０地区＋私立分 上旬 

・第２回実施委員会・中央審査会   上旬 

 

【会報】 

・「校外教育」１６３号の発行（電子） 

 （特集 令和６年度 校外教育協会委嘱研究） 

12 【郷土を描く児童生徒美術展】 

・第６０回「郷土を描く児童生徒美術展」（中央展覧会） 

  埼玉県立近代美術館       ２０日（土）～２１日（日） 

２ 

 

【郷土を描く児童生徒美術展】 

・画集「郷土を描く埼玉子どもの絵」第４４集の発刊 

 

【会報】 

・会報「校外教育」１６４号の発行（電子） 

（特集 第６０回「郷土を描く児童生徒美術展」） 

３ 【管理・運営】 

・第２回定例理事会        中旬 

 

13

報告事項２



Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 0 10 0 10

栗原竹内基金受取利息 0 0

基本財産引当金受取利息 10 10

受取会費 0 1,292 ,000 0 1 ,292,000

受取会費 1,292,000 1,292,000

受取補助金等 420,000 0 0 420,000

受取県補助金 420,000 420,000

受託委託金 0 0

雑収益 0 1,000 0 1,000

受取利息 1,000 1,000

経常収益計 420,000 1,293,010 0 1,713,010

（２）経常費用 0

事業費 1,669 ,100 0 1 ,669,100

旅費交通費 0 0

通信運搬費 45,000 45,000

消耗品費 83,000 83,000

印刷製本費 140,000 140,000

賃借料 0 0

諸謝金 56,000 56,000

支払助成金 800,000 800,000

委託費 536,000 536,000

雑費 9,100 9,100

管理費 43 ,910 0 43,910

会議費 0 0

通信運搬費 5,000 5,000

消耗品費 6,170 6,170

印刷製本費 0 0

賃借料 0 0

諸謝金 15,200 15,200

支払負担金　 5,000 5,000

雑費 12,540 12,540

経常費用計 1,669,100 43,910 0 1,713,010

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,249,100 1,249,100 0 0

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等

評価損益等計

当期経常増減額 △ 1,249 ,100 1,249 ,100 0 0

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

中科目別記載

経常外収益計 0 0 0 0

（２）経常外費用

中科目別記載

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

他会計振替額 1,249,100 △ 1,249,100 0 0

当期一般正味財産増減額 0 0 0 0

法人会計
（管理費）

内部取引
控除

合計科     目
校外教育における

調査研究・助成
（事業費）

一般社団法人　埼玉県校外教育協会　令和７年度　予算
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報告事項３



郷土展に係る第６０回記念の取組について 

 

郷土展が第６０回目の節目の開催を迎えることから、以下のとおり記念の取

組を実施したい。 

 

① 名称を「第６０回記念郷土を描く児童生徒美術展」とする 

 

② 第６０回記念オリジナルクリアファイルの作成 
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報告事項４



一般社団法人埼玉県校外教育協会定款 

 

第１章 総 則 

 

（名称） 

第１条 この法人は、一般社団法人埼玉県校外教育協会と称する。 

 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を埼玉県さいたま市に置く。 

 

第２章 目的及び事業 

 

（目的） 

第３条 この法人は、埼玉県内の児童・生徒の校外での生活の充実を図る活動の助成及び

郷土を愛する運動の促進を図ることに関する事業を行い、児童・生徒の健全な育成に寄

与することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 学校教育と関係ある校外での教育活動の援助 

(2) 郷土を知り郷土を愛する運動の助成 

(3) 校外での教育及び学習に関する調査研究 

(4) 研究資料の収集及び刊行 

(5) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

第３章 会 員 

 

（法人の構成員） 

第５条 この法人に次の会員を置く。 

(1) 正 会 員 この法人の事業に賛同して入会した学校の設置者若しくは校長又は団体 

(2) 賛助会員 この法人の事業を援助する学校又は団体 

(3) 特別会員 この法人に特に功労があり、総会の決議をもって推薦された者又は団体 

２ 前項の会員のうち正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社

員とする。 

 

（会員の資格の取得） 



第６条 この法人の会員になろうとする者は、入会届を会長に提出し、理事会の承認を受

けなければならない。ただし、特別会員に推薦された者は、入会の手続を要せず、本人

の承諾をもって特別会員となるものとする。 

 

（会費の負担） 

第７条 この法人の事業活動に経常的に生じる費用に充てるため、毎事業年度、正会員及

び賛助会員は、次に定める会費を納入しなければならない。 

２ 会費の額は、年額 2,000 円以内とし理事会及び総会の決議を経て会長が定める。 

３ 特別会員は、会費を納めることを要しない。 

４ 既納の会費は、いかなる事由があっても返還しない。 

 

（任意退会） 

第８条 会員は、退会しようとするときは、理由を付して退会届を会長に提出することに

より、任意にいつでも退会することができる。 

 

（除名） 

第９条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、総会の決議によって当該会員を

除名することができる。 

(1) この定款その他の規則に違反したとき。 

(2) この法人の名誉を毀損し、又は目的に反する行為をしたとき。 

(3) その他除名すべき正当な事由があるとき。 

 

（会員資格の喪失） 

第 10 条 前２条の場合のほか、会員は、次のいずれかに該当するに至ったときは、その資

格を喪失する。 

(1) 第７条の支払義務を２年以上履行しなかったとき。 

(2) 総正会員が同意したとき。 

(3) 当該会員が死亡し、廃止され、解散し、又は合併により消滅したとき。 

 

第４章 総会 

 

（構成） 

第 11 条 総会は、すべての正会員をもって構成する。 

２ 前項の総会をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員総会とする。 

 

（権限） 



第 12 条 総会は、次の事項について決議する。 

(1) 会員の除名 

(2) 理事及び監事の選任又は解任 

(3) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの附属明細書の承

認 

(4) 定款の変更 

(5) 解散及び残余財産の処分 

(6) その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（開催） 

第 13 条 総会は、通常総会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催するほか、臨時

総会として必要がある場合に開催する。 

 

 （招集） 

第 14 条 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき会長が招集

する。 

２ 総正会員の議決権の５分の１以上の議決権を有する正会員は、会長に対し、総会の目

的である事項及び招集の理由を示して、総会の招集を請求することができる。 

 

 （議長） 

第 15 条 通常総会の議長は、会長がこれに当たり、臨時総会の議長は、当該総会において

正会員の中から選出する。 

 

 （議決権） 

第 16 条 総会における議決権は、正会員１名につき１個とする。 

 

 （決議） 

第 17 条 総会の決議は、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した当

該正会員の議決権の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であって、総正会員の議

決権の４分の３以上に当たる多数をもって行う。 

(1) 会員の除名 

(2) 監事の解任 

(3) 定款の変更 

(4) 解散 

(5) その他法令で定められた事項 



３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を

行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 22 条に定める定数を上回る

場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまで

の者を選任することとする。 

 

（代理） 

第 18 条 総会に出席できない正会員は、他の正会員を代理人として議決権の行使を委任す

ることができる。この場合においては、当該正会員又は代理人は、代理権を証明する書

類をこの法人に提出しなければならない。 

２ 前項の場合における前条の規定の適用については、その正会員は出席したものとみな

す。 

 

（書面による議決権の行使） 

第 19 条 総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、書面によっ

て議決権を行使することができる。この場合において、当該正会員は、総会の日時の直

前の業務時間終了時までに議決権行使書面をこの法人に提出しなければならない。 

２ 前項の場合における第 17 条の規定の適用については、その正会員は出席したものとみ

なす。 

 

（電磁的方法による議決権の行使） 

第 20 条 総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について、この法人の

承諾を得て、電磁的方法により議決権を行使することができる。この場合において、当

該正会員は、総会の日時の直前の業務時間終了時までに議決権行使書面に記載すべき事

項を電磁的方法によりこの法人に提供しなければならない。 

２ 前項の場合における第 17 条の規定の適用については、その正会員は出席したものとみ

なす。 

 

 （議事録） 

第 21 条 総会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 前項の議事録が書面をもって作成されているときは、議長及び出席した理事の代表者

２名以上が記名押印するものとし、電磁的記録をもって作成されているときは、当該議

長及び出席した理事の代表者２名以上が、法令で定める記名押印に代わる措置をとるも

のとする。 

 

第５章 役員 

 



（役員の設置） 

第 22 条 この法人に、次の役員を置く。 

(1)  理事 13 名以上 17 名以内 

(2)  監事 ３名以内 

２ 理事のうち１名を会長、２名を副会長、１名を常任理事とする。 

３ 前項の会長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事とし、

常任理事をもって同法上の業務執行理事とする。 

 

 （役員の選任） 

第 23 条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。 

２ 会長、副会長及び常任理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

（理事の職務及び権限） 

第 24 条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行

する。 

２ 会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執

行する。 

３ 副会長は、会長を補佐する。 

４ 常任理事は、会長及び副会長を補佐し、理事会の決議に基づき日常の事務に従事し、

総会で決議した事項を処理する。 

５ 会長及び常任理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執

行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第 25 条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 

第 26 条 役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する通

常総会の終結の時までとする。 

２ 補欠により選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

３ 増員として選任された理事の任期は、現任者の任期の満了する時までとする。 

４ 理事又は監事は、第 22 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に

より退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権



利義務を有する。 

 

 （役員の解任） 

第 27 条 理事及び監事は、総会の決議によって解任することができる。 

 

（役員の報酬等） 

第 28 条 理事及び監事は、無報酬とする。ただし、交通費相当額を謝金として支給するこ

とができる。 

 

   第６章 理事会 

 

（構成） 

第 29 条 この法人に理事会を置く。 

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

 （権限） 

第 30 条 理事会は、次の職務を行う。 

(1) この法人の業務執行の決定  

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 会長、副会長及び常任理事の選定及び解職 

(4) その他理事会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項の決議 

 

（招集） 

第 31 条 理事会は、会長が招集する。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（議長） 

第 32 条 理事会の議長は、法令に別段の定めがある場合を除き、会長がこれに当たる。 

 

（決議） 

第 33 条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に

つき当該事項について議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録によ

り同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議があったものと

みなす。ただし、監事が当該提案について異議を述べたときは、この限りではない。 



 

（議事録） 

第 34 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 前項の議事録が書面をもって作成されているときは、当該理事会に出席した会長及び

監事が記名押印するものとし、電磁的記録をもって作成されているときは、当該理事会

に出席した会長及び監事が、法令で定める記名押印に代わる措置をとるものとする。 

 

   第７章 資産及び会計 

 

（事業年度） 

第 35 条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（資産の管理及び運用） 

第 36 条 この法人の資産の管理及び運用は、理事会が別に定める資産管理運用規程による

ものとする。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第 37 条 この法人の事業計画書、収支予算書については、毎事業年度の開始の日の前日ま

でに、会長が作成し、理事会の承認を受け、総会で報告しなければならない。これを変

更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置く

ものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第 38 条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を

作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 損益計算書（正味財産増減計算書） 

(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

２ 前項の承認を受けた書類のうち第１号、第３号及び第４号の書類については、通常総

会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については承認

を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くとともに、定款及び

会員名簿を主たる事務所に備え置くものとする。 



 

第８章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更） 

第 39 条 この定款は、総会の決議によって変更することができる。 

 

（解散） 

第 40 条 この法人は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。 

 

（剰余金の分配制限） 

第 41 条 この法人は、剰余金の分配を行うことができない。 

 

（残余財産の帰属） 

第 42 条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第 17 号に掲げる法人又は国若し

くは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

   第 9章 公告の方法 

 

 （公告の方法） 

第 43 条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行

う。 

 

   第 10 章 補則 

 

 （委任） 

第 44 条 この定款で定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会の決議に

より別に定める。 

 

   附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 121 条第

１項において読み替えて準用する同法第 106 条第１項に定める一般法人の設立の登記の

日から施行する。 

 

２ この法人の最初の会長は塚越弘之とする。 



 

３ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 121 条第１項において

読み替えて準用する同法第 106 条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と一般法人

の設立の登記を行ったときは、第 35 条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事

業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 



 
 

一般社団法人埼玉県校外教育協会運営規程 

 

（趣旨）

第１条 この規程は、一般社団法人埼玉県校外教育協会定款第４４条の規定に基づき、

一般社団法人埼玉県校外教育協会の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（役員選出の母体）

第２条 定款第２２条による役員は、次に掲げるもののうちから選出するものとする。

  １ 埼玉県小・中学校長会等の代表

  ２ 埼玉県市町村教育委員会教育長会の代表

  ３ 埼玉県職員及び埼玉県教育委員会の職員

  ４ 家庭教育、社会教育等の関係者

  ５  私立小・中学校長会等の代表

  ６  学識経験者又は新聞社関係の代表

（附則）

この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

121条第１項において読み替えて準用する同法第106条第１項に定める一般法人の設

立の登記の日から施行する。



 
 

資産管理運用規程 
 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人埼玉県校外教育協会（以下「本協会」という。）定款

第３６条の規定に基づき、資産管理運用規程を定め、もって資産の適正かつ効率的な運

用に資することを目的とする。 

 

（資産の種別） 

第２条 本協会の資産を分けて、基本財産及び運用財産の２種とする。 

２ 基本財産は、定款第４条各号に掲げる事業を行うために不可欠な財産とし、次に掲げ

る財産をもって構成する。 

(1) 本協会が、一般社団法人の設立登記を行ったときの財産目録中基本財産の部に記載

された財産 

(2) 基本財産とすることを指定して寄付された財産 

(3) 基本財産に繰り入れることを理事会で決議し、総会の承認を受けた財産 

３ 運用財産は、基本財産以外の資産とする。 

 

（管理責任者） 

第３条 本協会の資産の管理責任者は、会長とする。 

 

（基本財産の管理） 

第４条 基本財産については、適正な維持及び管理に努めるものとする。 

 

（基本財産の運用方針） 

第５条 基本財産は元本返済が確実な方法で運用を行う。 

 

（運用対象） 

第６条 基本財産のうち現金は、銀行等の定期預金等の安全確実な方法で運用しなければ

ならない。 

 

（運用手続） 

第７条 管理責任者は、運用に当たっては、あらかじめ理事会の決議を経なければならな

い。 

 

（基本財産の処分の制限） 

第８条 基本財産は、譲渡し、交換し、担保に供し、又は運用財産に繰り入れてはならな

い。ただし、本協会の事業の遂行上やむを得ない理由があるときは、理事会の決議を経

て、その一部に限り処分することができる。 

 

（経費の支弁） 



 
 

第９条 本協会の事業遂行に要する費用は、運用財産をもって支弁する。 

 

（長期借入金） 

第 10 条 本協会が借入金をしようとするときは、その会計年度の収入をもって償還する短

期借入金を除き、理事会の決議を経なければならない。 

 

（新たな義務の負担等） 

第 11 条 第８条ただし書き及び前条の規定に該当する場合並びに収支予算で定めるもの

を除くほか、新たな義務の負担又は権利の放棄のうち重要なものを行おうとするときは、

理事会の決議を経なければならない。 

 

（附則）  

この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 121 条第

１項において読み替えて準用する同法第 106 条第１項に定める一般法人の設立の登記の

日から施行する。 

 


